
その効果

　地域防災計画の推進事業及び庁舎整備事業等の実施により、災害から市民の生命と財産を守る安
全なまちづくりを推進できた。
　消防団、自主防災組織、災害対策コーディネーターによる地区合同訓練や新規の防災リーダーの育
成等により、災害に強い地域社会の構築を推進できた。

防災訓練の実施 国民保護計画の推進

達成できた（見
込み）事項

　地域防災計画の推進事業の実施により、各種防災マニュアル等作成のほか、台風接近のタイムライ
ン、業務継続計画（ＢＣＰ）等の実施体制に関する指針等の策定を行った。また、防災拠点となる庁舎
整備については、基本設計に基づき、整備手法を選定し、整備スケジュールを決定した。
　災害時要援護者台帳の整備を進め、市民会館・公民館５館を福祉避難所として指定し、更に民間福
祉施設協定を締結した。また、災害対策コーディネーターを養成した。
　奈良輪雨水ポンプ場・奈良輪第一排水区の雨水対策及び急傾斜地崩壊危険区域に指定されている
未整備箇所の対策工事を実施した。また、全国瞬時警報システム及び緊急情報ネットワークシステム
の運用及び定期訓練を実施した。

震災対策備蓄品管理事業

理由

　自主防災組織数は増加しているものの、施策指標の達成は難しい
状況にある。庁舎整備については、整備手法を選定するなど、着実に
進めることができた。125人の災害対策コーディネーターを養成するな
ど、災害に強い体制づくりを推進することができた。また、災害予防対
策として、奈良輪雨水ポンプ場や奈良輪第一排水区の雨水対策及び
急傾斜地崩壊危険区域の整備を推進することができた。

今後の
主な課題

（積み残し、
新規）

　自主防災組織の新規結成を引き続き支援し、自助・共助の取組みを更に進めていく必要がある。
　避難行動要支援者の増加が想定されることから、実効性のある避難支援を計画するため、避難支援
等関係者になり得る者の活動実態を把握し、地域に根差した幅広い団体の中から、地域の実情に合っ
た、避難支援者を決める必要がある。
　災害時は県による応援・受援の調整が必要であり、そのための体制や役割を明確化しておくととも
に、市外からの援助の受入態勢や役割分担などの受援計画の策定をする必要がある。
　準用河川・普通河川等を対象に計画的・予防的な維持管理を実施し、河川構造物等の延命化を図る
必要がある。

一次評価 ○

達成できな
かった（見込め

ない）事項

　自主防災組織の組織数は増加しているものの、目標値の達成は難しい状況である。
　自主防災組織の加入世帯率は減少傾向にある。

その原因・
理由

　自主防災組織の組織化については、備蓄倉庫を自治会で用意する必要があるなど、規模の小さな自
治会では組織化が進んでいないため。
　自主防災組織の加入世帯率については、市街化調整区域縁辺部の宅地開発地区や袖ケ浦駅海側
地区宅地開発地区において、世帯数は大幅に増加しているものの、同地区において組織化に至ってい
ないため。

防災行政無線（固定系）デジタル化事業

災害時要援護者避難支援対策 災害対策コーディネーター養成事業

これまで実施
した主な事業

庁舎整備事業 地域防災計画の改訂及び推進

震災対策自主防災事業 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

現
状

本施策の
方向性

（１）災害に強い体制づくり…①防災拠点の整備 ②情報連絡体制の確保 ③防災意識の普及啓発 ④
自主防災組織の体制強化 ⑤防災訓練の実施
（２）災害応急・復旧対策…①災害時要援護者対策の整備 ②応急物資等の確保 ③防災ボランティア
への対応 ④災害時応援協定の推進 ⑤関係機関との連携強化
（３）災害予防対策…①河川の整備 ②雨水幹線の整備 ③急傾斜地の整備
（４）国民保護対策…①武力攻撃等有事に対する啓発と対策

施策の推進に
より期待された

効果

　災害体制の推進や関係機関との連携などにより、災害等から市民の生命と財産を守る安全性の高
いまちづくりが期待されます。
　地域の防災力を高め、自助、共助、公助の連携する災害に強い地域社会が構築されます。
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二次評価 ○ 理由
　引き続き、市民の自助・共助の意識啓発に取り組むとともに、自主防
災組織や消防団、災害対策コーディネーターと連携し、地域防災力の
強化に努めるとともに、各種取組みを計画的に実施する必要がある。

効
果
・
検
証

評
価

章－節－施策 第２章－１節－１ 施策名 防災・国民保護

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元施策指標の
達成状況

※上段：目標値
　 下段：実績値

指標名 単位
第１期実施計画 第２期実施計画 第３期実施計画

Ｈ22 Ｈ23
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効
果
・
検
証

二次評価 ○ 理由
　引き続き、防犯活動を行うとともに、交通人身事故件数の増加への
対策や、交通事故防止に向けた取組みが必要である。

評
価

今後の
主な課題

（積み残し、
新規）

　交通量の増加に伴う通学路や住宅街の交通安全を確保するための対策や、高齢者の交通事故防止
に向けた取組みについて検討していく必要がある。
　警察署の設置については、引き続き、警察署の設置及び警察体制の充実など県に要望していく必要
がある。

一次評価 ○

達成できな
かった（見込め

ない）事項

　交通人身事故件数については、減少に至らず、目標値を達成できていない。
　警察署設置については、警察力の強化を含めて機会を捉えて各種要望活動を行ったが、設置には
至っていない。

その原因・
理由

　交通人身事故件数については、市内に流入する車両の増加が考えられる。
　警察署の設置については、県から現在の袖ケ浦市の犯罪発生状況等を勘案した中で、慎重に判断
すべきものとの回答を得ている。

その効果

　刑法犯認知件数が減少し、市民が安全で安心して暮らせる地域社会の実現に寄与することができ
た。
　交通安全教室や啓発活動により交通ルールの周知を図るとともに、、道路管理者による安全対策や
県公安委員会によるゾーン30の指定により生活道路や通学路の安全性の向上を図った。
　放置自転車禁止区域の定期的な巡回や、放置自転車の撤去により放置自転車数が減少した。

達成できた（見
込み）事項

　防犯対策について、防犯指導員や自主防犯組織への支援や、市民生活安全パトロール委託を実施
したほか、街頭防犯カメラを設置した。
　防犯灯については、省エネルギー化の推進等を図るため、全灯一斉LED化することとした。
　交通安全対策については、交通安全協会等への支援を行い、交通安全教室及び啓発活動を実施す
るとともに、ゾーン30などの対策により、生活道路の安全な交通環境を守る取組みを進めた。
　高齢者の交通事故防止対策として、運転免許証を自主返納した高齢者を対象とした支援事業に取り
組んだ。
　自転車放置禁止区域の定期的な巡回と放置自転車の撤去を行った。

理由

　交通人身事故件数は増加したものの、施策の方向性に対しての各
種取組みにより、刑法犯認知件数は減少しており、交通安全教室等の
啓発活動も積極的に実施しているため、安全で安心して住み続けられ
る環境の構築が進められた。

交通安全対策事業

警察署設置要望事業

これまで実施
した主な事業

防犯対策運営事業 市民生活安全パトロール事業

防犯灯設置管理事業

現
状

本施策の
方向性

（１）防犯体制の充実…①防犯活動の推進 ②防犯施設の整備
（２）交通安全の推進…①交通安全活動等の推進 ②交通安全施設等の整備

施策の推進に
より期待された

効果

　市民の防犯活動が活発化し、様々な組織の連携によって犯罪を抑制することで、安心して住み続け
られる環境が構築されます。また、市民の交通安全意識の高揚や交通マナーの向上によって、交通事
故の減少や放置自転車数の減少が期待できます。
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Ｈ22
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341
刑法犯認知件数 件
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章－節－施策 第２章－２節－１ 施策名 防犯・交通安全

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元施策指標の
達成状況

※上段：目標値
　 下段：実績値

指標名 単位
第１期実施計画 第２期実施計画 第３期実施計画

14



その効果

　事業者等が火災予防の重要性を認識し、防火意識を持つことで、火災の発生を抑制し、被害の軽減
につなげられた。
　指令業務の共同運用及び消防車両の更新などにより、消防・救急・救助体制の充実強化がなされ、
市民の安全・安心の向上が図られた。
　消防団活動については、消防団の処遇改善等を行い、活動しやすい体制整備が図られた。
　応急手当・救命措置において、初期対応ができる市民の拡充を図ることができた。

防火水槽築造・維持管理事業

達成できた（見
込み）事項

　平成25年度に消防体制充実強化検討委員会及び消防団充実強化検討委員会、平成28年度に消防
庁舎建設検討委員会を発足し、消防体制の充実強化等について検討した。
　平成25年度より、ちば消防共同指令センターにて指令業務の共同運用を開始した。
　消防車両及び消防団詰所について、計画的に更新・建替え等を行った。
　火災予防啓発について、火災予防運動週間等の機会を捉え、啓発活動を実施するとともに、計画的
に立入検査を実施した。
　消防団活動について、機能別消防団員制度や女性消防団員制度を導入するとともに、平成27年度に
は消防団協力事業所表示制度を制定した。また、平成30年度には報酬等処遇改善を行った。
　救急車の適正利用を呼び掛けるとともに、市民への救命講習を実施した。

消防団詰所建設事業

理由

　指令業務の共同運用に対応することができ、消防車両の更新、消防
団詰所の建設及び火災予防啓発事業は計画どおりに実施されてい
る。消防団員の確保等一部課題を残すものの、計画事業は概ね計画
通りに実施し、地域住民の安全・安心が支えられた。

今後の
主な課題

（積み残し、
新規）

　県が策定した消防の広域化等に関する推進計画を踏まえ、今後の消防のあり方を検討する必要が
ある。
　消防団については、平成25年12月に「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」が
制定され、重要性が改めて示されたところであるが、近年消防団員数は全国的にも減少傾向にあり、
本市も例外ではなく、このまま団員が減少し続けた場合、消防団活動に支障をきたす恐れがあることか
ら、対応が必要である。
　平成30年度に実施した消防力適正配置等調査を参考に、消防体制のあり方及び消防庁舎の建設候
補地・建設までのスケジュール等を検討する必要がある。

一次評価 ○

達成できな
かった（見込め

ない）事項

　消防水利の充足率、消防車及び救急車到着までの平均時間、事業所等の防火指導回数及び一般
住宅の防火診断回数ともに、いずれも目標値に達していない。
　消防団員数は、過去10年間、平成22年の460人をピークに平成30年には413人となり、団員数の確保
は難しい状況にある。

その原因・
理由

　消防水利の充足率は、防火水槽にあっては土地の買収等の必要があるため。
　消防車及び救急車到着までの平均時間は、災害地点等により、到着時間が異なるため。
　事業所等の防火指導回数等は、防火管理者等の指導の下、消防職員の立ち合いを要せずに自ら企
画し訓練を実施する事業所も存在するため。
　消防団員の確保について、様々な施策を講じてきたが抜本的な解決に至っていない。

長浦消防署訓練塔改修事業
消防力の充実・強化 消防団詰所耐震改修事業

これまで実施
した主な事業

火災予防啓発事業 非常備車両更新事業
常備車両更新事業 無線県域及び共同指令センター整備事業

現
状

本施策の
方向性

（１）消防体制の充実…①火災予防の推進 ②常備消防の充実
　　　　　　　　　　　　　　  ③非常備消防の充実 ④消防水利の確保
（２）救急・救助体制の充実…①救急活動の高度化 ②資機材の整備

施策の推進に
より期待された

効果

　市内の消防・救急・救助体制を充実することによって、地域住民の安全・安心が支えられます。また、
幅広く人材の育成を進めることで、持続可能な消防・救急・救助体制が構築されます。
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二次評価 ○ 理由

　引き続き、自主防災組織や消防団、災害対策コーディネーターと連
携し、相互の防災力の向上が図られるとともに、地域防災の中核を担
う消防団員の確保策について検討を進める必要がある。
　消防体制のあり方について、早期に方針を決定する必要がある。

効
果
・
検
証

評
価

章－節－施策 第２章－３節－１ 施策名 消防・救急・救助

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R元

施策指標の
達成状況

※上段：目標値
　 下段：実績値

指標名 単位
第１期実施計画 第２期実施計画 第３期実施計画

Ｈ22 Ｈ23

15


